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連合の実践活動から見えてきた具体的課題

そして新たなチャレンジへ!!
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現状の課題 ４つの具体的戦略

Ⅰ みんなで支える子育て安心戦略

～自然減の抑制～

Ⅱ 未来を担う人材定着戦略

～社会増への転換～

Ⅲ 経済自立戦略

～仕事と収入の確保～

Ⅳ 確かな暮らし実現戦略

～人口減少下での地域の活力確保～

連合長野が
目指す社会

働くことを軸
とした安心社
会の実現を
目指す!!
(県内雇用者数合計

882,400人
正規社員539,700人

61.2%が正規社員

非正規社員342,700人

38.8%が非正規社員)
平成24年資料

Ⅰ 超少子高齢化社会の到来

～生産年齢人口減少～

Ⅱ 地域間格差から人口流出

～若者の都市部へ流出～

Ⅲ 県内地域経済の活性化

～困窮者・非正規社員対応～

Ⅳ 持続可能な具体的地域戦略

～地域特性を生かした手法～

現状の課題に対する具体的戦略と目指すべき社会像
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連合のめざすもの

連合長野のめざす社会像

連合は、2010年12月において、２０２０年に向けて、め
ざすべき社会像として「働くことを軸とする安心社会」を
提起した。

• 働くことに最も重要な価値を置き、

• 誰もが公正な労働条件のもと多様な働き方を通じて社会に参加でき、

• 社会的・経済的に自立することを軸とし、

• それを相互に支え合い、

• 自己実現に挑戦できるセーフティネットが組み込まれている

• 活力あふれる参加型の社会。
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Ⅰ みんなで支える子育て安心戦略

～自然減の抑制～

Ⅰ 超少子高齢化社会の到来

～生産年齢人口減少～

法改正で一部の要求が実現
例）育児・介護休業法改正（2010．6．30施行）

①女性の就業継続サポート②男性の育休取得促進③介護休暇の新設
しかし、まだ課題も残る
①短時間勤務、残業免除の子の対象年齢が3歳ま
でにとどまったこと②中小企業の猶予措置
③有期契約労働者の適用範囲が拡がらず、現行法の周知徹底にとど
まったこと次回改正へむけて引き続き政策要求

連合長野・労働者福祉協議会での活動内容例
１．各企業内による育児介護制度等の導入、男女平等参画活動に向けた労使交渉実施。
２．長野県労働局、長野県、経済４団体、各級議会への要請・陳情・申し入れ実施。
３．長野地区労働者福祉協議会(連合長野構成団体)結婚応援出会い活動他。(別紙参照)

成 果
・県内でも子育て支援、女性登用への意識は高まりつつある。

課 題
・非正規社員の増加で若い男女が結婚できる就労環境や働く女
性の子育て支援の具体策、更に女性の管理職への登用実績
など課題は多く、全国的にも厳しい実態。 4



＊長野地区労福協は長野県労働者福祉協議会(連合長野など９団体加盟)の地域組織です。

「長野地区労福協・良きパートナーを探そう」実施例

募 集 要 項
○期 日 ２０１５年 ２月 ７日（土）
○時 間 １５：００～１８：００
○会 場 市内ホテル（当選者に通知）

○参加費 男性 ３，０００円・女性 ２，０００円

○募集人員 男女 各３０名（定員を超えた場合は抽選）

○受付期間
2015年１／１３（火）～ １／２３（金）迄
（土・日・祝日を除く10：00～16：30）

○申込先 TEL 026－234－0294

13年 第1回（10月）男性 74名、女性 22名
第2回（12月）男性 70名、女性 29名
第3回（ 2月）男性 87名、女性 39名

年間成立 14組

14年 第1回（10月）男性73名、女性 29名
成立 2組

のべ開催回数 ４０回
のべ 参加者 約２，２５０名

結婚実績 ５組以上(報告カップルに５万円
のお祝い金)

成果
1.参加者から好評!!
2.カップルも誕生する

課題
1.結婚実績は丌満
2.高頻度での希望
3.準備が煩雑
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良いところは見習う・いばらぎ出会いサポートセンターのご紹介
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Ⅱ 未来を担う人材定着戦略

～社会増への転換～

Ⅱ 地域間格差から人口流出

～若者の都市部へ流出～

①上伊那地協労使懇談 ②上伊那地協市長懇談 ④飯田地協町長懇談③松本広域市長懇談

成果と課題

１．人口定着に向けた産業振興策等を各地区で要請している。更に非正規社員の
増加、若者の離職率の高さ等、使用者や行政に現状を直接訴えて連携する事
で理解度や対策の必要性についても相互理解が深まっている。

２．しかし、課題解決への実効性の向上には、より多くの団体が継続的に１つの
テーマで具体的に議論する事の必要性を強く感じている。地域の事は地域か
ら関係団体が解決する体制が必要である。
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Ⅲ 県内地域経済の活性化

～困窮者・非正規社員対応～
Ⅲ 経済自立戦略

～仕事と収入の確保～

ﾓﾃﾞﾙ事業として長野県から委託2011年4月スタート２０１４年３月終了
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相談実施状況（平成23年4月1日～平成26年3月31日）

相談登録者数

年度 H23年度実相談者数 H24年度相談者数 H25年度相談者数 通算相談者数(人)

初回アク
セス

窓口 電話 連携 計 窓口 電話 連携 計 窓口 電話 連携 計 窓口 電話 連携 計

長野 311 57 - 368 169 38 13 220 96 5 8 109 576 100 21 697 H２３．３．３０開所

松本 157 78 - 235 95 106 30 231 47 72 32 151 299 256 62 617 H２３．６．１５開所

上田 149 25 - 174 150 13 5 168 90 1 6 97 389 39 11 439 H２３．６．２２開所

飯田 0 0 - 0 98 70 38 206 63 45 54 162 161 115 92 368
H２４．４．２開
所

計 617 160 - 777 512 227 86 825 296 123 100 519 1,425 510 186 2,121

Ⅲ 経済自立戦略

～仕事と収入の確保～

Ⅲ 県内地域経済の活性化

～困窮者・非正規社員対応～
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相談・支援件数 （延べ件数）

仕事関係 生活関係

就職 障害者就労 精神障害者就労 その他（雇用問題等） 生活保護 資金貸付 衣・食・住の欠如

件数
構成比
(%)

同行・
訪問 件数

構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問

長野 4,667 39.0 192 83 0.7 7 590 4.9 33 251 2.1 9 2,414 20.2 530 312 2.6 14 1,545 12.9 199

松本 3,053 22.7 121 582 4.3 28 686 5.1 33 575 4.3 24 1,154 8.6 217 59 0.4 1 5,850 43.6 930

上田 1,572 18.2 44 202 2.3 9 1,009 11.7 77 1,084 12.6 52 46 0.5 5 158 1.8 9 1,590 18.4 199

飯田 2,941 35.2 120 241 2.9 18 165 2.0 7 1,215 14.5 34 151 1.8 20 12 0.1 1 1,934 23.1 216

計 12,233 28.9 477 1,108 2.6 62 2,450 5.8 150 3,125 7.4 119 3,765 8.9 772 541 1.3 25 10,919 25.8 1,544

健康関係 メンタルヘルス関係 家族関係 教育関係 法律・経済 その他の問題
合計(件)

健康関係
（精神障害者就労を除

く）
家族関係 教育関係 多重債務等 震災避難者 その他

件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
構成比
(%)

同行・訪問 件数
同行・訪
問

長野 198 1.7 17 1,027 8.6 47 498 4.2 31 3 0.0 0 212 1.8 27 44 0.4 2 129 1.1 12 11,973 1,120

松本 190 1.4 42 206 1.5 11 337 2.5 24 0 0.0 0 306 2.3 13 231 1.7 4 202 1.5 13 13,431 1,461

上田 93 1.1 11 2,351 27.3 251 278 3.2 13 43 0.5 4 42 0.5 9 12 0.1 0 138 1.6 19 8,618 702

飯田 25 0.3 1 368 4.4 24 810 9.7 17 197 2.4 4 289 3.5 3 0 0.0 0 15 0.2 2 8,363 467

計 506 1.2 71 3,952 9.3 333 1,923 4.5 85 243 0.6 8 849 2.0 52 287 0.7 6 484 1.1 46 42,385 3,750

Ⅲ 県内地域経済の活性化

～困窮者・非正規社員対応～
Ⅲ 経済自立戦略

～仕事と収入の確保～
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Ⅲ 県内地域経済の活性化

～困窮者・非正規社員対応～
Ⅲ 経済自立戦略

～仕事と収入の確保～
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Ⅲ 県内地域経済の活性化

～困窮者・非正規社員対応～
Ⅲ 経済自立戦略

～仕事と収入の確保～

面談・電話相談により解決 就労へ

長野・佐久・上田・松本・諏訪・伊那

国の事業ジョブながの
無料職業紹介事業併設「暮らし なんでも 相談窓口」 とは？

県下６ヶ所開設。佐久相談所では
１月は電話相談１６３件。うち
１２名に紹介状９名が就労決定

成果と課題

１．３年間のPSモデル事業やジョブ無料職業相談事業を通じて県内の困窮者実態
を目の当たりにして更なる活動の充実が必要である事を実感した。

２．事業を通じてあらゆる団体(行政・NPO等)と連携すれば、失業から就業への課
題解決の糸口が必ずある事も実感できた。

３．課題解決に向けた連携を主導する立場の役割機能を果たす市町村行政や長
野県の役割の重要性・必要性を強く感じている。 12
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Ⅳ 持続可能な具体的地域戦略

～地域特性を生かした手法～

Ⅳ 確かな暮らし実現戦略
～人口減少下での

地域の活力確保～

1.長野県の支援により長野県労使就職支援機構を設立して未就労者の就労支援や
非正規社員の正社員化の支援を実施する。(仕事と収入の確保に向けて経済団体労働団体連携実施。)

２．地域の新たな公共事業担い手としての共同労働事業への県から支援充実を図り
若者等の就労機会の拡大を図る。(未来を担う人材定着・仕事と収入の確保を目的に地域活性化実施。)

３．長野県民の長野県民による人口増加応援・子育て応援の為に長野県子育て支援税
の導入を検討する。(みんなで支える子育てに向けて。結婚・出産・子育て支援金支給、・・・各種条件付き支給。)

４．長野県が尐子化対策事業として結婚支援事業への充実強化を図る。(自然減の抑制)

５．地域の事は地域が解決する為に県下10ヶ所の地域活性化プロジョクトチームを発足
させ構成メンバーは地域の産官学金労言公の７団体で地域のまち・ひと・仕事課題
解決を継続的に解決していく事とする。長野県は統括して応援する。(地域での進め方)

地域での雇用創出と人口増に向けた具体的提言
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